
基 発 第 0616005号

平成 18年 6月 16日

各都道府県労働局長 殿

厚生労働省労働基準局長

( 公 印 省 略 )

変異原性が認められた化学物質の取扱いについて

標記の件に関し､現在まで､

① 労働安全衛生法 (以下 ｢法｣という｡)第57条の3第1項の規定に基づき事業者

が届け出た化学物質 (以下 ｢届出物質｣という｡)のうち有害性の調査の結果､強

度の変異原性が認められたもの (合計436物質)

② 法第 57条の3第1項の既存の化学物質として政令に定める化学物質 (以下 ｢既

存化学物質｣という｡)のうち国が法第 57条の5の規定に基づき行った有害性の調

査の結果､強度の変異原性が認められたもの (合計 144物質)

については､別添 1の ｢変異原性が認められた化学物質による健康障害を防止するた

めの指針｣(平成 5年 5月 17日付け基発第 312号の3の別添 1.以下｢指針｣というO)

に基づく措置の実施を届出事業者に対して要請するとともに､指針の周知等を関係事

業者団体に対して要請してきたところである｡

今般､法第57条の3の規定に基づき有害性の調査の結果が届け出られた別紙に掲

げる 11の届出物質について､有害性の調査 (微生物を用いる変異原性試験及びは乳

類培養細胞を用いる染色体異常試験)に関し､学識経験者から､変異原性試験の結果､

強度の変異原性が認められる旨の意見を得たので､これらの化学物質を指針に基づく

措置が必要な化学物質とすることとしたところである｡

ついては､別添2により別紙に掲げる届出物質を届け出た事業場に対して､指針に

基づく措置を講ずるよう要請し､また､別添 3により関係事業者団体に対して､別紙

に掲げる届出物質を製造し､又は取り扱う際には､指針に基づく措置を講ずることの

周知について要請したので､貴局におかれてもこれらの化学物質の製造又は取扱いを

行う事業者に対して､指針に基づく措置を講ずるよう指導されたい｡



別添

変異原性が認められた化学物質による健康障害を防止するための指針

平成 5年 5月

一部改正 平成 18年 3月

1 趣 旨
ほ

この指針は､微生物を用いる変異原性試験､晴乳類培養細胞を用いる染色

体異常試験等の結果から強度の変異原性が認められた化学物質 (以下 ｢変異

原化学物質｣という｡)又は変異原化学物質を含有するもの (変異原化学物質

の含有量が重量の1パーセン ト以下のものを除くo)(以下 r変異原化学物質

等｣という｡)を製造し､又は取 り扱 う作業に関し､当該変異原化学物質への

暴露による労働者の健康障害を未然に防止するため､その製造又は取扱いに

関する留意事項について定めたものである｡事業者は､この指針に定める措･

置を講ずるほか､労働者の健康障害を防止するための適切な措置を講ずるよ

う努めるものとする｡

2 変異原化学物質による暴露を低減するための措置について

(1)労働者-の変異原化学物質による暴露の低減を図るため､当該事業場に

おける変異原化学物質等の物性､製造量､取扱量､作業の頻度､作業時間､

作業の態様等を勘案し､必要に応 じ､次に掲げる作業環境管理に係る措置､

作業管理に係る措置その他必要な措置を講ずること｡

イ 作業環境管理

(イ)使用条件等の変更

(ロ)作業工程の改善

(ハ)設備の密閉化

(ニ)局所排気装置等の設置

口 作業管理

(イ)労働者が変異原化学物質に暴露されないような作業位置､作業姿勢

又は作業方法の選択

(ロ)呼吸用保護具､不浸透性の保護衣､保護手袋等の保護具の使用

(ハ)変異原化学物質に暴露される時間の短縮

(2)(1)により暴露を低減するための装置等の設置等を行った場合には､次

によること｡

イ 局所排気装置等については､作業が行われている間､適正に稼働させ

ること｡

ロ 局所排気装置等については定期的に保守点検を行 うこと. /

ハ 変異原化学物質等を作業場外-排出する場合は､当該物質を含有する

排気､排液等による事業場の汚染を防止すること｡

ニ 保護具については同時に就業する労働者の人数分以上を備え付け､常

時有効かつ清潔に保持すること｡また､送気マスクを使用させたときは､

当該労働者が有害な空気を吸入しないような措置を講ずること｡

(3)次の事項について当該作業に係る作業規定を定め､これに基づき作業さ



せること｡

イ 設備､装置等の操作､調整及び点検

口 異常な事態が発生した場合における応急の措置

ハ 保護具の使用

3 作業環境測定について

(1)変異原化学物質に係る作業が屋内で行われる場合であって､当該物質に

関する作業環境測定手法が開発されているときには､定期に当該物質の惟

状に応 じ作業環境測定基準､作業環境ガイ ドブック等を参考として作業環

境測定を実施することが望ましいこと｡

(2)作業環境測定の結果及び結果の評価の記録を30年間保存するよう努め

ること0

4 労働衛生教育について

(1)変異原化学物質等を製造し､又は取 り扱 う作業に従事している労働者及

び当該作業に従事させることとなった労働者に対して､次の事項について

労働衛生教育を行 うこと｡

イ 変異原化学物質の性状及び有害性

口 変異原化学物質による健康障害､その予防方法及び応急措置

ハ 局所排気装置その他の変異原化学物質-の暴露を低減するための設備

並びにそれらの保守及び点検の方抵

二 保護具の種類､性能､使用方法及び保守管理

(2)上記事項に係る労働衛生教育の時間は4時間以上とすること｡

(3) (1)のイからこの全部又は一都について十分な知識及び技能を有してい

ると認められる労働者については､当該項目についての教育を省略して差

し支えないこと｡

5 危険有害性等の表示について

｢化学物質等の危険有害性等の表示に関する指針｣(平成4年労働省告示第

60号)に基づき､変異原化学物質等を譲渡し､又は提供する場合には化学

物質等安全データシー トを交付 し､容器､包装等にラベル表示を行 う等の措

置を講ずること.

6 変異原化学物質等の製造等に従事する労働者の把捉について

変異原化学物質等を製造し､又は取 り扱 う作業に常時従事する労働者につ

いて､ 1年を超えない期間ごとに次の事項を記録すること｡

イ 労働者の氏名

口 従事 した作業の概要及び当該作業に従事した期間

ハ 変異原化学物質により著しく汚染される事態が生じたときは､その概

要及び講じた応急措置の概要

なお､上記の事項の記録は､当該記録を行った日から30年間保存するよ

う努めることo





別添2

基発第 0616003号

平成 18年 6月 16日

届出事業者 殿

厚生労働省労働基準局長

変異原性が認められた化学物質の取扱いについて

労働安全衛生法第 57条の3第 1項の規定に基づき､貴殿から届出のあった下

記の化学物質 (以下 ｢届出物質｣というO)に係る有害性調査の結果について､

学識経験者から､強度の変異原性が認められる旨の意見を得たところですD

つきましては､届出物質の製造又は取扱いに関し､別添の ｢変異原性が認め

られた化学物質による健康障害を防止するための指針｣(平成 5年 5月 17目付

け基発第312号の3の別添 1)に基づく措置を講ずるようお願いします｡

記

1 届出年月日等

2 官報掲載年月日

3 官報公示名称

(別添 略)



別添 3

社団法人日本化学工業協会会長

社団綾人日本化学工業品輸入協会会

化成品工業協会会長

農薬工業会会長

日本製薬団体連合会会長

殿

基発第 0616004号

平成 18年 6月 16日

厚生労働省労働基準局長

変異原性が認められた化学物質の取扱いについて

労働安全衛生行政の運営につきましては､日頃から格段の御協力を賜り厚く

御礼申し上げます｡

さて､これまで､

① 労働安全衛生法 (以下 ｢法｣という｡)第 57条の3第 1項の規定に基づき

事業者が届け出た化学物質 (以下 ｢届出物質｣という｡)のうち有害性の調査

の結果､強度の変異原性が認められたもの (合計 436物質)

② 法第 57条の 3第1項の既存の化学物質として政令に定める化学物質 (以

下 ｢既存化学物質Jという｡)のうち国が法第 57条の5の規定に基づき行っ

た有害性の調査の結果､強度の変異原性が認められたもの (合計 144物質)

については､これら化学物質を製造し､又は取 り扱う事業者が､別添の ｢変異

原性が認められた化学物質による健康障害を防止するための指針｣(平成 5年 5

月 17日付け基発第312号の2の別添｡以下 ｢指針｣という｡)に基づく措置を

講ずるよう､その周知をお願いしているところです｡

このたび､睦第 57条の 3の規定に基づき有害性の調査の結果が届け出られ

た別紙に掲げる 11の届出物質について､それぞれ有害性の調査に関し､学識

経験者から､変異原性試験の結果､強度の変異原性が認められる旨の意見を得

ましたので､これらの化学物質を指針に基づく措置が必要な化学物質とするこ

ととし､各物質を届け出た事業者に対し､指針に基づく措置を講ずるよう要請

したところです｡

つきましては､貴会傘下会員に対しても､別紙に掲げる届出物質を製造し､

又は取り扱 う際には､指針に基づく措置を講ずるよう周知いただきますようお

願いいたします｡



基 発 第 0616003号

平成 18年 6月 16日

厚生労働省労働基準局長

変異原性が認められた化学物質の取扱いについて

労働安全衛生法第 57条の 3第 1項の規定に基づき､貴殿から届出のあった下

記の化学物質 (以下 ｢届出物質｣という｡)に係る有害性調査の結果について､

学識経験者から､強度の変異原性が認められる旨の意見を得たところですb

つきましては､届出物質の製造又は取扱いに関し､別添の ｢変異原性が認め

られた化学物質による健康障害を防止するための指針｣(平成 5年 5月 17日付

け基発第 312号の3の別添 1)に基づく措置を講 じるようお願い します｡

記

1 届出年月日等

平成 17年4月 14日 基安化収第0414002号

2 官報掲載年月日

平成 18年3月27日 厚生労働省告示第 152号

3 官報公示名称

クンデカ-10丁-エノヒドラジ ド



基発 第 0616003号

平成 18年 6月 16日

厚生労働省労働基準局長

変異原性が認められた化学物質の取扱いについて

労働安全衛生法第 57条の3第 1項の規定に基づき､貴殿から届出のあった下

記の化学物質 (以下 ｢届出物質｣という｡)に係る有害性調査の結果について､

学識経験者から､強度の変異原性が認められる旨の意見を得たところです｡

つきましては､届出物質の製造又は取扱いに関し､別添の ｢変異原性が認め

られた化学物質による健康障害を防止するための指針｣(平成 5年 5月 17日付

け基発第 312号の3の別添 1)に基づく措置を講じるようお願いします｡

記

1 届出年月日等

平成 17年7月 7日 基安化収第 0707005号

2 官報掲載年月 日

平成 17年12月27日 厚生労働省告示第 519号

3 官報公示名称

1-クロロー2,3-エポキシプロパンと4,4'-メチレンジアニリ

ンとのN,N,N',N'-テ トラキス(2,3-エポキシプロピル)-4,4'

-メチレンジアニリンを主成分とする反応生成物



基発 第 0616003号

平成 18年 6月 16日

厚生労働省労働基準局長

変異原性が認められた化学物質の取扱いについて

労働安全衛生法第57条の3第 1項の規定に基づき､貴殿から届出のあった下

記の化学物質 (以下 ｢届出物質｣という｡)に係る有害性調査の結果について､

学識経験者から､強度の変異原性が認められる旨の意見を得たところです｡

つきましては､届出物質の製造又は取扱いに関し､別添の ｢変異原性が認め

られた化学物質による健康障害を防止するための指針｣(平成 5年 5月 17目付

け基発第 312号の3の別添 1)に基づく措置を講じるようお願いします｡

記

1 届出年月日等

平成 17年 5月27日 基安化収第0527017号

2 官報掲載年月日

平成18年3月27日 厚生労働省告示第 152号

3 官報公示名称

(R)-2-(2-クロロフェニ/レ)オキシラン



基発第 0616003号

平成 18年 6月 16日

厚生労働省労働基準局長

『 『 『

変異原性が認められた化学物質の取扱いについて

労働安全衛生法第57条の3第 1項の規定に基づき､貴殿から届出のあった下

記の化学物質 (以下 ｢届出物質｣という｡)に係る有害性調査の結果について､

学識経験者から､強度の変異原性が認められる旨の意見を得たところです.

つきましては､届出物質の製造又は取扱いに関し､別添の ｢変異原性が認め

られた化学物質による健康障害を防止するための指針｣(平成 5年 5月 17日付

け基発第 312号の3の別添1)に基づく措置を活じるようお願いします｡

記

1 届出年月日等

(1)平成 17年4月20日 基安化収第0420006号

(2)平成 17年4月20日 基安化収第0420007号

2 官報掲載年月日

(1)平成 18年 3月27日 厚生労働省告示第 152号

(2)平成 18年3月27日 厚生労働省告示第 152号

3 官報公示名称

(1)3-クロロプロパン酸-2-アミノエチル-塩酸塩

(2)3-クロロプロパン酸-2-イソシアナ トエチル



基 発 第 0616003号

平成 18年 6月 16日

厚生労働省労働基準局長

』 -

代表取締役社貫-~凌

変異原性が認められた化学物質の取扱いについて

労働安全衛生法第57条の3第 1項の規定に基づき､貴殿から届出のあった下

記の化学物質 (以下 ｢届出物質｣というO)に係る有害性調査の結果について､

学識経験者から､強度の変異原性が認められる旨の意見を得たところです｡

つきましては､届出物質の製造又は取扱いに関し､別添の ｢変異原性が認め

られた化学物質による健康障害を防止するための指針｣(平成 5年 5月 17日付

け基発第 312号の3の別添1)に基づく措置を講じるようお願いします｡

記

1 届出年月日等

平成 17年 5月18日 基安化収第0518008号

2 官報掲載年月日

平成 18年 3月27日 厚生労働省告示第 152号

3 官報公示名称

ジェチル(1-フェニル-3-オキサビシクロ【3.1.0】-キサン-2

-イ リデン)アンモニウム-メタンスルホナ- ト



基発 第 0616003号

平成 18年 6月 16日

厚生労働省労働基準局長

■li』』i■■』■
I代衰哀痛痩一骨 …一

変異原性が認められた化学物質の取扱いについて

労働安全衛生法第 57条の3第 1項の規定に基づき､貴殿から届出のあった下

記の化学物質 (以下 ｢届出物質｣という｡)に係る有害性調査の結果について､

学識経験者から､強度の変異原性が認められる旨の意見を得たところです｡

つきましては､届出物質の製造又は取扱いに関し､別添の ｢変異原性が認め

られた化学物質による健康障害を防止するための指針｣(平成 5年 5月 17日付

け基発第 312号の3の別添 1)に基づく措置を講じるようお願いします｡

記

1 届出年月日等

平成 17年 10月 18日 基安化収第 1018001号

2 官報掲載年月日

平成 18年 3月27日 厚生労働省告示第 152号

3 官報公示名称

2,3-ジクロロプロパン酸-3,3,4,4,5,5,6,6,6-

ノナフルオロ-キシル



基発 第 0616003号

平成 18年 6月 16日

厚生労働省労働基準局長

代表取締役 殿

変異原性が認められた化学物質の取扱いについて

労働安全衛生法第57条の3第 1項の規定に基づき､貴殿から届出のあった下

記の化学物質 (以下 ｢届出物質｣という｡)に係る有害性調査の結果について､

学識経験者から､強度の変異原性が認められる旨の意見を得たところですD

つきましては､届出物質の製造又は取扱いに関し､ 別添の ｢変異原性が認め

られた化学物質による健康障害を防止するための指針｣(平成 5年 5月 17日付

け基発第 312号の3の別添1)に基づく措置を講じるようお願いします｡

記

1 届出年月日等

平成 17年 7月28日 基安化収第0728003号

2 官報掲載年月日

平成 17年 12月 27日 厚生労働省告示第 519号

3 官報公示名称

.1,1,3-トリメチル-2-メチリデン-2,3-ジヒドロー1H-

ベンゾ[e】インドール



基 発 第 0616003号

平成 18年 6月 16日

厚生労働省労働基準局長

代衰取締役社長 殿

変異原性が認められた化学物質の取扱いについて

労働安全衛生法第 57条の 3第 1項の規定に基づき､貴殿から届出のあった下

記の化学物質 (以下 ｢届出物質｣という｡)に係る有害性調査の結果について､

学識経験者から､強度の変異原性が認められる旨の意見を得たところです｡

つきましては､届出物質の製造又は取扱いに関し､別添の ｢変異原性が認め

られた化学物質による健康障害を防止するための指針｣(平成 5年 5月 17日付

け基発第 312号の3の別添 1)に基づく措置を講じるようお願いします｡

記

1 届出年月日等

平成 17年6月 13日 基安化収第 0613008号

2 官報掲載年月日

平成 18年3月27日 厚生労働省告示第 152号

3 官報公示名称

ビス(3-クロロプロパン酸)-ブタン-1,4-ジイル



基 発 第 0616003号

平成 18年 6月 16日

厚生労働省労働基準局長

変異原性が認められた化学物質の取扱いについて

労働安全衛生法第57条の3第 1項の規定に基づき､貴殿から届出のあった下

記の化学物質 (以下 ｢届出物質｣ という｡)に係る有害性調査の結果について､

学識経験者から､強度の変異原性が認められる旨の意見を得たところです｡

つきましては､届出物質の製造又は取扱いに関し､別添の ｢変異原性が認め

られた化学物質による健康障害を防止するための指針｣(平成 5年 5月 17日付

け基発第 312号の3の別添 1)に基づく措置を講じるようお願いしますD

記

1 届出年月 日等

平成 17年 6月 10日 基安化収第 0610008号

2 官報掲載年月日

平成 18年3月27日 厚生労働省告示第 152号

3 官報公示名称

(4R,5S,6S)-6-((1R)-1-ヒドロキシエチル)-4-メチル

-3-[(3S,5S)-1-(4-ニ トロベンジルオキシカルポ=ル)-5-(スル

フアモイルアミノメチル)ピロリジン-3-イル】スルフアニルー7-オキソー

1-アザビシクロ[3･.2.01-ブタ-2-エンー2-カルボン酸-4-ニ トロ

ベンジル-二メタノール和物



基発 第 0616003号

平成 18年 6月 16日

厚生労働省労働基準局長

≡-~･∴ .-~ -

変異原性が認められた化学物質の取扱いについて

労働安全衛生法第 57条の3第 1項の規定に基づき､貴殿から届出のあった下

記の化学物質 (以下 ｢届出物質｣というB)に係る有害性調査の結果について､

学識経験者から､強度の変異原性が認められる旨の意見を得たところです｡

つきましては､届出物質の製造又は取扱いに関し､別添の ｢変異原性が認め

られた化学物質による健康障害を防止するための指針｣(平成 5年 5月 17日付

け基発第 312号の3の別添 1)に基づく措置を講じるようお願いします｡

記

1 届出年月日等

平成 17年 5月 18日 基安化収第 0518012号

2 官報掲載年月日

平成 18年 3月27日 厚生労働省告示第 152号

3 官報公示名称

メタクリル酸-4,4-ジメチル-10-オキソー3,5,7,11-

テ トラオキサ トリシクロ【6.3.0.02,6】ウンデカンー9-イル




